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経営の新視点 (13)

SDGs （持続可能な開発目

標）など、企業による社会課題解

決への取り組みが広がっている。

消費者の関心も高く、戦略的に実

施する必要性が高まる中、社会や

地域に貢献できる企業の寄付活動

が重要性を増している。
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企業は寄付を通じて、地方自治

体との関係づくりに役立てられる

が、効果はそれにとどまらない。

企業の寄付活動は経営の上でも重

要だ。自社のイメージ向上となる

だけでなく、顧客や株主、従業員

のエンゲージメント（自社への愛

着心）を高めるこ とにもつながる

からだ。寄付の文化が根付く欧米

では SDGs以前から、企業や経

営者個人による寄付が地域社会と

の関係構築などに活用されてき
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（注）寄付活用団体教は、寄付を受けた地方自治体敷、累計は
2016年度から1件以上の寄付を受けた地方自治体数。
出所は内問府「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）
(J)令和3年度寄付実績について（概要版）」
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とを考えると、企業版も今後大き

く伸びていく可能性がある。

企業版ふるさと納税制度では、

企業は事業単位で指定した寄付が

可能である。寄付の対象は内閣府

の認定を受けた事業に限られる

が、企業は自社が取り組みたい社

会課題の事業を選んで寄付できる

点が特徴となっている。さらに、

企業から自治体への人材派逍で連

携を深めるケースも出てきてい

る。

自治体には企業が持つ課題解決

力を生かした連携への期待があ

り、企業版ふるさと納税を通じた

新たな形の取り組みも始まってい

る。三菱UF]銀行は22年に 「M

UFG北海道推しごとオーディシ

ョン」を開いた。1990年代後半以

降に生まれた「Z世代」が支持す

る事業に焦点を当てたのがポイン

トの一つだ。若年層が利用する動

画サイトに事業紹介のショートド

ラマを配信 し、その反応を参考に

自治体への寄付を実施した。

企業版ふるさと納税制度創設以

前は実質7割負担だった企業の寄

付は、制度活用により 1割負担で

済む。企業はこの機会を生かし

て、経営の視点に立って戦略的な

寄付活動に取り組んでいくべきだ

ろう。

具体的には、自社の事業の成長

やステ ークホルダー （利害関係

者）との関係性向上を意図した寄

付活動を実行していくことが必要

だ。そのためにも、寄付が生み出

す社会へのインパクトにこだわる

べきだ。また、その実現のため

に、自治体との連携を一歩踏み込

み、地域課題の解決にコミット

（関与）する姿勢が重要になるだ

ろう。
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